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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記
載を省略しております。

第７期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

●　事業報告
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
「会計監査人の状況」
「剰余金の配当等の決定に関する方針」
●　連結計算書類
「連結注記表」
●　計算書類
「個別注記表」

第７期
（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

キオクシアホールディングス株式会社
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

［当社および当社子会社の業務の適正を確保するための体制］
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ア）当社の取締役会は、定期的に取締役から職務執行状況の報告を受けるとともに、必要事

項について取締役に随時取締役会で報告させる。
（イ）当社の監査役は、定期的に取締役のヒヤリングを行う。
（ウ）当社の監査役は、監査役に対する報告等に関する規程に基づき、重要な法令違反等につ

いて取締役から直ちに報告を受ける。
（エ）当社は、全ての役員、従業員が共有する価値観と行動規範を明確化した「キオクシアグ

ループ行動基準」を策定し、継続的な役員研修の実施等により、当社の取締役に「キオ
クシアグループ行動基準」を遵守させる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（ア）当社の取締役は、「文書管理規程」に基づき、経営決定書等重要書類、その他各種帳票

類等の保存、管理を適切に行う。
（イ）当社の取締役は、経営決定書、計算関係書類、事業報告等の重要情報を取締役、監査役

が閲覧できるシステムを整備する。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）当社のリスク・コンプライアンス統括責任者は、「リスク・コンプライアンスマネジメ

ント規程」に基づき、当社及び当社子会社のクライシスリスク管理に関する施策を立
案、推進する。

（イ）当社の取締役は、「ビジネスリスクマネジメント規程」に基づき、当社及び当社子会社
のビジネスリスク要因の継続的把握とリスクが顕在化した場合の損失を極小化するため
に必要な施策を立案、推進する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ア）当社の取締役会は、経営の基本方針、中期経営計画、年度予算を決定する。
（イ）当社の取締役会は、取締役の権限、責任の分配を適正に行い、取締役は、「業務分掌規

程」及び「役職者職務規程」に基づき従業員の権限、責任を明確化する。
（ウ）当社の取締役は、各部門、各従業員の具体的目標、役割を設定する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（エ）当社の取締役は、「取締役会規則」、「権限基準」に基づき、適正な手続に則って業務
の決定を行う。

（オ）当社の取締役は、当社及び当社子会社の適正な業績評価を行う。
（カ）当社の取締役は、情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、経理システム等の

情報処理システムを適切に運用する。
⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（ア）当社の代表取締役は、継続的な従業員教育の実施等により、全ての役員、従業員が共有

する価値観と行動規範を明確化した「キオクシアグループ行動基準」を遵守させる。
（イ）当社のリスク・コンプライアンス統括責任者は、「リスク・コンプライアンスマネジメ

ント規程」に基づき、当社及び当社子会社のコンプライアンスに関する施策を立案、推
進する。

（ウ）当社は、当社役職員が当社の違法行為を認めた場合、当社の執行側に対して通報できる
内部通報制度を設置し、当社の取締役は、内部通報制度を活用することにより、問題の
早期発見と適切な対応を行う。

⑥ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

（ア）子会社は、「キオクシアグループ行動基準」を採択、実施し、各国の事情に応じ内部通
報制度を整備する。

（イ）当社は、子会社の事業運営に関して重要事項が生じた場合は、「業務連絡要綱」等に基
づき当該子会社から当社に報告が行われる体制を構築する。

（ウ）当社は、子会社に対し､当社の施策に準じた施策を各子会社の実情に応じて推進させる。
（エ）国内の子会社は、「キオクシアグループ監査役監査方針」に基づいた監査役等の監査体

制を構築する。
（オ）当社は、子会社を対象に会計処理プロセス及び業務プロセスを対象とした内部監査を実

施する。

［当社の監査役の職務の執行のために必要なもの］
① 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する体制
当社の取締役は、人事総務部、財務部等所属の従業員に監査役の職務を補助させる。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

② 前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事
項

　当社の取締役は、監査役の職務を補助させる従業員の人事等について、監査役と事前協議を
行う。
③ 監査役への報告に関する体制
（ア）当社の取締役、従業員は、別途定める規程に基づき、経営、業績に影響を及ぼす重要な

事項が生じたとき、当社の監査役に対して都度報告を行う。
（イ）国内の子会社は、グループ監査連絡会等を通じ、定期的に当該子会社の状況等を当社の

監査役に報告をする。
（ウ）当社の代表取締役は、監査役に対し重要な会議への出席の機会を提供する。
（エ）当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制
当社の監査役に報告をした当社及び当社子会社の役職員については、報告を行ったこと

を理由に、不利な取扱いをしないことを監査役に対する報告等に関する規程に明記する。
（オ）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行につき、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前
払等を請求したときは、担当部署が審議の上、当該請求に係る費用等が当該監査役の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等を処理する。

④ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（ア）当社の代表取締役は、定期的に監査役と情報交換を行う。
（イ）当社の取締役、従業員は、定期的な監査役のヒヤリング、巡回ヒヤリング等を通じ、職

務執行状況を監査役に報告する。
（ウ）当社の取締役は、会計処理プロセス及び業務プロセスを対象とした内部監査の実施結果

を監査役に都度報告する。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当連結会計年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとお
りであります。

① 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の取締役は定時取締役会で定期的に職務執行状況報告を行い、当社の監査役は取締役会
に出席し当社の取締役の職務執行状況報告の内容を確認しております。また「キオクシアグル
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

ープ行動基準」を採択し、その遵守を目的とする種々の遵法教育を役員及び従業員に対して実
施しております。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会資料等、取締役の職務の執行に関する重要な書類は、「文書管理規程」においてそ
れぞれ法務部、経営戦略部を所管部門として定め、適切に管理・保存しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループでは、「リスク・コンプライアンスマネジメント規程」に基づいて、代表取締
役社長がリスク・コンプライアンス責任者として、自らキオクシアグループのリスク・コンプ
ライアンスマネジメント活動の統括と推進を行っています。そして、当社における全てのリス
ク・コンプライアンス案件について権限と責任をもつ委員会として、「リスク・コンプライア
ンス委員会」を半期に一度以上開催しており、リスク・コンプライアンスマネジメント活動に
必要な事項を審議、立案、推進するとともに、後述のクライシスリスク案件ごとに、処理、解
決を行っております。
　また、当社グループでは、経営活動を遂行する上で生じるリスクのうち、ビジネスリスク、
財務・会計リスク、情報セキュリティリスク等、特に重点的な対応が必要となるものについ
て、「リスク・コンプライアンスマネジメント規程」に基づく権限移譲を行い、個別に規程及
び委員会を設置し、リスクの特性に応じた詳細な分析と管理を実施しています。ビジネスリス
クについては、「ビネジスリスクマネジメント規程」に基づいて、代表取締役社長が全社ビジ
ネスリスクマネジメントの責任を有しています。代表取締役社長は経営会議、経営決定書、取
締役会において意思決定案件のリスクを把握し、リスクモニタリング項目を決定及び監視し必
要な措置を実施します。財務・会計リスクについては、「会計リスクコンプライアンスマネジ
メント規程」に基づいて、代表取締役社長を当社における会計コンプライアンスの統括責任者
としています。また、会計コンプライアンスにかかる委員会として、「会計コンプライアンス
委員会」を設置し、会計コンプライアンス委員会を原則四半期に一度開催し集められたリスク
情報、評価結果及び内部監査結果に基づき、当社における会計コンプライアンスの体制構築、
推進、評価（当社の財務報告に係る内部統制に対する評価検討を含む。）及び改善に関する事
項の検討を行っています。
　　更に、情報セキュリティリスクに対しては、代表取締役社長が任命した情報セキュリティ
統括責任者の下に、情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュリティ委員会を半期に一度
開催し、当社に係る情報セキュリティを徹底するために必要な事項の審議を行っており、情報
セキュリティに係る体制構築及び維持管理を実行しております。なお、情報セキュリティ委員
会の事務局は、情報セキュリティ部門及び情報システム部門としております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　その他のリスクについても、経営活動遂行に際しての不確実要因で、有効に管理しなければ
クライシスリスク（平常の意思決定ルートでは対処困難なほどの緊急性を要し、発生した場
合、イメージダウン、信用失墜、経営資源の損失等により企業の価値を著しく減じるレベルに
達し、問題化（クライシス化）するもの）に転化する可能性のあるものを含め、「リスク・コ
ンプライアンスマネジメント規程」に基づき管理し、内部管理推進部、人事総務部、法務部及
び経営戦略部が所管しております。また、関連法令の内容・改廃、新たに遵守が必要な社会規
範等については、各リスクの主管部門が把握し、必要に応じてリスクテーブルを見直しており
ます。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は「取締役会規則」に基づき経営方針等の重要な経営事項及び各取締役の職務執行
の業務分担を決定しております。また、取締役会を定期的に開催し、事業運営の適切さを確認
しております。

⑤ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制
当社は、監査役の職務を補助させる使用人の人事等について、監査役と事前協議を行ったう

えで人事総務部所属の使用人に監査役の職務を補助させており、これら使用人の取締役からの
独立性及び当該使用人に対する指示の実効性を確保しております。

⑥ 監査役への報告に関する体制
当社の監査役は重要な会議への出席の機会を提供されているほか、経営、業績に影響を及ぼ

す重要な事項が生じたとき、当社の取締役、従業員から当社の監査役に対して都度報告が行わ
れております。そして、当社の監査役に報告をした当社及び当社子会社の役職員が、報告を行
ったことを理由に、不利な取扱いをされないことが監査役に対する報告等に関する規程に明記
されております。また、グループ監査連絡会等を通じ、定期的に当該子会社の状況等が当社の
監査役に報告されております。

⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
最近事業年度において、常勤監査役は、取締役会等の重要会議に参加し、必要に応じて意見

を述べるとともに、取締役等に対する定期的なヒアリングの実施、内部監査部門及び会計監査人
との連携、及び情報共有等による三様監査の連携、グループ監査連絡会の開催、当社拠点及びグ
ループ会社責任者等との往査または、リモートでの面談、拠点往査時における対話会の開催等の
活動を行っております。また、常勤監査役はその情報を監査役会と共有し、監査役会は当社グル
ープのガバナンス体制構築・運用の監査、リスク・コンプライアンス管理体制と実効性のモニタ
リング、内部通報のモニタリングと実効性確認等を行っております。
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会計監査人の状況

報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 211百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 343百万円

⑷   会計監査人の状況

① 会計監査人の名称　PwC Japan有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。また、
監査契約に基づき支払うべき報酬等の額が確定していないものについては、概算額を含め
ております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等
の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）であ
る、コンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

決 議 日 株式の種類 配当金の総額
（ 百 万 円 ）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力

発 生 日

2025年5月15日
取締役会

甲種優先株 9,286 7,738,453 2025年
3月31日

2025年
6月30日乙種優先株 14,475 8,041,552

⑸ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主への還元を重要な経営課題のひとつとして認識しておりますが、現時点においては、
企業価値最大化の観点から、内部留保資金については、継続的な成長の実現に向けた持続的且つ機動
的な設備投資及び研究開発に充当すると共に、財務基盤の強化を優先する方針です。そのため、当面
は普通株主への配当を含めた還元は実施しませんが、今後、成長に向けた投資の資金需要及び財務状
況に応じて還元の方針を見直す予定としております。
　当社は、期末配当及び中間配当のほか、基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる旨を定款
に定めております。当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当にかかる決定機関
を取締役会とすることができる旨を定款に定めております。
　なお、普通株主に先立って、甲種優先株式及び乙種優先株式（社債型優先株式）の株主は剰余金の
配当及び残余財産の分配を受けることができるとされております。
　なお、当事業年度における剰余金の配当は以下のとおりであります。

（注）甲種及び乙種優先株式は、IFRSでは金融負債として認識しており、連結損益計算書上、配当金
は「金融費用」として計上しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１. 連結計算書類の作成基準
　当社グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、
「IFRS」という。）に準拠して作成しています。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求めら
れる開示項目の一部を省略しています。

２. 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
（１）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

① 連結子会社の数 22社
② 主要な連結子会社の名称 キオクシア株式会社

キオクシア岩手株式会社
キオクシアアメリカ社

（２）持分法を適用した関連会社等の数及び会社の名称
① 持分法適用会社等の数 ６社
② 主要な持分法適用会社等の名称 ディー・ティー・ファインエレクトロニクス株式会社

フラッシュフォワード合同会社（注）
フラッシュパートナーズ有限会社（注）
フラッシュアライアンス有限会社（注）

（注）共同支配事業になります。共同支配事業に関連する自らの資産、負債、収益及び費用を認識していま
す。

（３）連結子会社の事業年度に関する事項
　連結子会社のうち、キオクシア中国社及びSolid State Storage Technology (Guangzhou) Co., Ltd.の
決算日は12月31日、キオクシアエネルギー・マネジメント株式会社の決算日は9月30日になります。連結
子会社の決算日が当社の決算日と異なる場合には、当社グループの決算日に仮決算を行い、これに基づく財
務諸表を連結しています。
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３. 会計方針に関する事項
（１）金融商品

① 金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

　当社グループは、契約条項の当事者となった場合に、当初認識しています。
　金融資産は、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産及
び純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しています。この分類は、当初認識時に決定してい
ます。
（ａ）償却原価で測定する金融資産

以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しています。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基

づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フロ

ーが特定の日に生じる。
（ｂ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　投資先との取引関係の維持又は強化を主な目的として保有する株式等の資本性金融商品について
は、当初認識時にその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定する取消不能な選択
を行っています。

（ｃ）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　上記（ａ）及び（ｂ）以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類して
います。

　全ての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公正価値に取
引コストを加算した金額で当初測定しています。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の取引費用
は、純損益で認識しています。

（ⅱ）事後測定
　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。
（ａ）償却原価で測定する金融資産

　償却原価で測定する金融資産は、実効金利法による償却原価から減損損失を控除した金額で測定し
ています。また、実効金利法による利息収益は、金融収益の一部として当期の純損益として認識して
います。

（ｂ）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
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　資本性金融商品は、決算日現在の公正価値で測定し、公正価値の変動から生じる損益はその他の包
括利益として認識し、事後的に純損益へ振り替えられることはありません。ただし、その他の包括利
益を通じて公正価値で測定する金融資産の認識が中止された場合には、当該時点までのその他の包括
利益は、その他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えています。
　また、資本性金融商品に関する受取配当金は、当社グループの受領権が確定した日に純損益として
認識しています。

（ｃ）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で測定し、その変動については純損益と
して認識しています。

（ⅲ）金融資産の減損
　償却原価で測定する金融資産の予想信用損失について、損失評価引当金を計上しています。損失評価引
当金は、期末日ごとに測定する金融資産に係る信用リスクが、当初認識時点以降に著しく増大しているか
どうかの評価に基づき測定しています。金融資産の信用リスクが、当初認識以降に著しく増大したと判断
した場合、金融資産の予想残存期間の全期間に係る予想信用損失と等しい金額で損失評価引当金を測定し
ます。金融資産の信用リスクが、当初認識以降に著しく増大していないと判断した場合、期末日後12ヶ
月以内に生じる予想信用損失と等しい金額で損失評価引当金を測定します。ただし、重大な金融要素を含
んでいない営業債権については、信用リスクの当初認識以降の著しい増大の有無にかかわらず、常に全期
間の予想信用損失と等しい金額で損失評価引当金を測定しています。
　予想信用損失の金額は、当社グループに支払われるべき契約上のキャッシュ・フローの総額と、当社グ
ループが受け取ると見積る将来キャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定し、損益として認識し
ています。
　なお、債務者の財務状況の著しい悪化、債務者による支払不履行又は延滞等の契約違反等、金融資産が
信用減損している客観的な証拠がある場合、損失評価引当金を控除後の帳簿価額の純額に対して、実効金
利法を適用し利息収益を測定しています。
　また、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合は、当該金額を金
融資産の帳簿価額から直接減額しています。

（ⅳ）金融資産の認識の中止
　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、又は金融資産
を譲渡し、当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合において、
金融資産の認識を中止しています。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している
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場合には、継続的関与を有している範囲において、資産と関連する負債を認識しています。

② 金融負債
（ⅰ）当初認識及び測定

　当社グループは、契約条項の当事者となった場合に、当初認識しています。
　金融負債は、償却原価で測定する金融負債と純損益を通じて公正価値で測定する金融負債のいずれかに
分類しています。この分類は、当初認識時に決定しています。
　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は公正価値で当初測定していますが、償却原価で測定する
金融負債については、直接帰属する取引コストを控除した金額で測定しています。

（ⅱ）事後測定
　金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しています。
（ａ）償却原価で測定する金融負債

　償却原価で測定する金融負債は、実効金利法による償却原価で測定しています。また、実効金利法
による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費用の一部として当期の純損
益として認識しています。

（ｂ）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、公正価値で測定し、その変動については純損益と
して認識しています。

（ⅲ）金融負債の認識の中止
　当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は
失効となったときに、金融負債の認識を中止しています。

③ 金融資産及び金融負債の表示
　金融資産及び金融負債は、当社グループが認識された金額を法的に強制可能な権利を有し、かつ純額で決
済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺
し純額で表示しています。

④ デリバティブ
　当社グループは、外国為替レートのリスクを管理するため先物為替予約を利用しています。
　デリバティブは、デリバティブ契約が締結された日の公正価値で当初認識し、当初認識後は各連結会計期
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間の公正価値で再測定しています。
　ヘッジ手段として指定していないデリバティブに係る利得又は損失は純損益として認識しています。
　ヘッジ手段として指定しているデリバティブは、リスク管理戦略及び目的、ヘッジされるリスクの性質、
並びにヘッジの有効性についてヘッジ開始時に正式に文書化し、キャッシュ・フロー・ヘッジとして会計処
理しています。
　キャッシュ・フロー・ヘッジは、ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効部分はその他の包括利益とし
て認識し、非有効部分は直ちに純損益として認識しています。
　その他の包括利益に計上されたヘッジ手段に係る金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える
時点で純損益に振り替えています。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　原材料並びに販売目的の製品及び仕掛品は、取得原価あるいは正味実現可能価額のいずれか低い価額で計上
されており、取得原価は主として平均法により算定されています。正味実現可能価額は、通常の事業の過程に
おける見積売価から、完成までに要する原価の見積額及び販売に要するコストの見積額を控除して算定してい
ます。

（３）有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法並びに償却方法
① 有形固定資産
　有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で表示しています。
　取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び原状回復費用が含まれています。
　土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上され
ています。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりです。

・建物及び構築物 ３－60年
・機械装置及びその他 ３－17年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、少なくとも各報告期間末に見直しを行い、変更があ
った場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。

② 無形資産
（ⅰ）研究開発費

　新規の科学的又は技術的な知識及び理解を得る目的で実施される研究活動に関する支出は、発生時に費
用として認識しています。
　開発活動に関する支出は、信頼性をもって測定可能であり、製品又は工程が技術的及び商業的に実現可
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能であり、将来経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該資産を使用又
は販売する意図及びそのための十分な資源を有している場合にのみ無形資産として計上しています。その
他の支出は、発生時に費用として認識しています。

（ⅱ）その他の無形資産
　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。
　無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年数にわた
って定額法で償却され、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示していま
す。主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりです。なお、耐用年数を確定できない無形資産はあり
ません。

・ソフトウェア  ５年
・技術関連資産  ４年
・顧客関連資産  ５年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、少なくとも各報告期間末に見直しを行い、変更があっ
た場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。

③ 非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有
無を判断しています。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っています。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうちいずれか大きい
方の金額としています。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び
当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いています。処分コスト控除後
の公正価値の算定においては、利用可能な公正価値指標に裏付けられた適切な評価モデルを使用していま
す。減損テストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使用により他の資産又は資産グループのキ
ャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に統合し
ています。
　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しません。全社資産に減損の兆候が
ある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を算定しています。
　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に純損益として認識しま
す。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額する
ように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を基準に比例的に配分しています。
　のれんを除く資産について過去に認識した減損損失は、毎期末日において損失の減少又は消滅を示す兆候
の有無を評価しています。回収可能価額の算定に使用した見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れて
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います。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費及び償却費を控除し
た後の帳簿価額を超えない金額を上限として戻し入れています。

（４）引当金
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的債務を負っており、当該債務
を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りがで
きる場合に認識しています。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有
のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いています。時の経過に伴う割引額の割戻しは金
融費用として認識しています。

（５）従業員給付の会計処理
① 退職後給付
　当社グループは、従業員の退職給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営しています。
　退職給付に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して算定し
ています。ただし、確定給付制度が積立超過である場合、確定給付資産の純額は、制度からの返還又は制度
への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値を資産上限額としています。
　確定給付制度債務の現在価値は、予測単位積増方式を用いて算定しています。
　割引率は、将来の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時点の
優良社債の市場利回りに基づき算定しています。
　退職給付に係る負債又は資産の純額の再測定は、発生した期においてその他の包括利益として認識し、直
ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えています。
　利息費用の純額は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した残高純額に割引率を
乗じることによって算定しています。この費用は従業員給付費用に含めています。
　過去勤務費用は、発生した期の純損益として処理しています。
　確定拠出型の退職給付に係る費用は、従業員がサービスを提供した期間において費用として認識していま
す。

② 解雇給付
　当社グループは、当社グループが通常の退職日前に従業員の雇用を終了する場合、又は従業員が給付と引
き換えに自発的に退職する場合に、解雇給付を支給します。当社グループは、当社グループが当該給付の申
し出を撤回できなくなったとき、又は当社グループが解雇給付の支払いを伴う構造改革に係る費用を認識し
たときのいずれか早い方の日に、解雇給付を費用として認識しています。
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③ 短期従業員給付
　短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが行われた時点で費用として処理して
います。
　賞与及び有給休暇費用については、従業員から過去に提供されたサービスの対価として支払うべき現在の
法的又は推定的債務を負っており、かつその金額が信頼性をもって見積ることができる場合に、それらの制
度に基づいて支払われる将来給付額を負債として認識しています。

（６）収益
　当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

　当社グループは、メモリ関連製品の製造販売を行っており、このような製品販売については、製品の引渡
時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、主
として当該製品の引渡時において一時点で収益を認識しています。また、収益は、顧客との契約において約
束された対価から、値引き、リベートなどを控除した金額で測定しています。

（７）のれん
　当初認識時におけるのれんの測定については、「（９）企業結合」に記載しています。
　のれんの償却は行わず、毎期減損テストを実施しています。減損については「（３）有形固定資産及び無形
資産の評価基準、評価方法並びに償却方法　③非金融資産の減損」に記載しています。のれんの減損損失は純
損益として認識され、その後の戻し入れは行っていません。
　当初認識後、のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した金額で表示しています。

（８）リース
　当社グループは、リースされた資産（不動産、機械装置等）のリース開始日において、使用権資産及びリ
ース負債を認識しています。使用権資産は、リース負債の当初測定金額に初期直接コスト、及び開始日以前
に支払ったリース料から受け取ったリース・インセンティブを控除したものを含め当初測定しています。開
始日後において、使用権資産は、資産の耐用年数及びリース期間のいずれか短い年数にわたって定額法で減
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価償却しています。
　リース負債は、開始日に支払われていないリース料を、リース計算利子率を用いて、又は当該利子率が容
易に算定できない場合には、当社グループの追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で当初測定してい
ます。当該リース料には、固定リース料や指数又はレートに応じて決まる変動リース料及び行使することが
合理的に確実である購入オプションの行使価格が含まれます。開始日後において、リース負債は、リース負
債に係る金利や支払われたリース料を反映するように帳簿価額を増減しています。なお、各リース料の支払
いは、リース負債の返済額と金融費用とに配分しています。
　リース期間に変化がある場合、指数又はレートの変更から将来のリース料に変動がある場合、又は購入オ
プションについての判定に変化があった場合には、リース負債の帳簿価額を再測定しており、再測定による
調整額は使用権資産の取得原価に加減しています。

（９）企業結合
　企業結合は取得法を用いて会計処理しています。取得対価は、被取得企業の支配と交換に譲渡した資産、
引き受けた負債及び当社が発行する持分金融商品の取得日の公正価値の合計として測定されます。取得対価
が識別可能な資産及び負債の公正価値の純額を超過する場合は、連結財政状態計算書においてのれんとして
計上しています。反対に下回る場合には、直ちに連結損益計算書において利得として計上しています。
　仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の企業結合に関連して発生する取引コストは、発
生時に費用処理しています。
　企業結合の当初の会計処理が、企業結合が発生した連結会計年度末までに完了していない場合は、完了し
ていない項目を暫定的な金額で報告しています。取得日時点に存在していた事実と状況を、取得日当初に把
握していたら認識される金額の測定に影響を与えていたと判断される期間（以下、「測定期間」という。）
に入手した場合、その情報を反映して、取得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正しています。新たに
得た情報が、資産と負債の新たな認識をもたらす場合には、追加の資産と負債を認識しています。測定期間
は最長で１年間です。
　支配を維持したままの非支配持分の追加取得については、資本取引として会計処理しており、当該取引か
らのれんは認識していません。
　被取得企業における識別可能な資産及び負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で測定しています。

・繰延税金資産及び負債、並びに従業員給付契約に関連する資産及び負債
・被取得企業の株式に基づく報酬契約
・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的に分類される資産又は

処分グループ
　共通支配下における企業結合取引、すなわち、全ての結合企業又は結合事業が最終的に企業結合の前後で
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同じ当事者によって支配され、その支配が一時的ではない企業結合取引については、帳簿価額に基づき会計
処理しています。結合による対価が被結合企業の資産及び負債の帳簿価額と異なる場合は、資本剰余金で調
整しています。

（10）外貨換算
① 外貨建取引
　外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換算しています。期末日における
外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。公正価値で測定される外
貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に換算しています。
　換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識しています。ただし、その他の包括利益を通じ
て測定される金融資産から生じる換算差額については、その他の包括利益として認識しています。

② 在外営業活動体の財務諸表
　在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用については、著しい変動の
ない限り期中平均為替レートを用いて日本円に換算しています。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じ
る換算差額は、その他の包括利益として認識しています。在外営業活動体の換算差額は、在外営業活動体が
処分された期間に純損益として認識されます。

（11）政府補助金
　補助金交付のための条件を満たし、補助金を受領することに合理的な保証がある場合は、補助金収入を公
正価値で測定し、認識しています。資産の取得に対する補助金は、当該補助金の金額を資産の取得原価から
控除しています。

（12）株式報酬
　当社は、当社グループの役員及び従業員に対するインセンティブ制度として、持分決済型のストック・オ
プション制度を採用しています。ストック・オプションは、付与日における公正価値によって見積り、最終
的に権利確定すると予想されるストック・オプションの数を考慮した上で、権利確定期間にわたって費用と
して認識し、同額を資本の増加として認識しています。また、その後の情報により確定すると見込まれるス
トック・オプションの数が従前の見積りと異なることが示された場合には、必要に応じて権利確定数の見積
りを修正しています。
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（13）その他連結計算書類作成のための重要な事項
記載金額の表示

記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。

会計上の見積りに関する注記

　連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響を
及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されています。実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合
があります。
　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを
見直した連結会計年度及びそれ以降の将来の連結会計年度において認識されます。
　経営者が行った連結計算書類の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは以下のとおりです。

・棚卸資産の正味実現可能価額（棚卸資産 352,863百万円）
・非金融資産の減損（有形固定資産 1,100,181百万円、使用権資産 197,063百万円、のれん 395,256百

万円、無形資産 10,658百万円）
・繰延税金資産の回収可能性（繰延税金資産 319,163百万円）
・確定給付制度債務の測定（退職給付に係る負債 46,477百万円）

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で計上しています。将来の不確実な経済条件
の変動などにより、正味実現可能価額の算定基礎である見積売価の前提に変化が生じた場合、棚卸資産の計上
額は重要な影響を受ける可能性があります。
　非金融資産の減損テストにおける回収可能価額は、将来の不確実な経済条件の変動などにより、事業計画、
成長率及び割引率等の見積りの前提に変化が生じた場合、重要な影響を受ける可能性があります。
　繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期や見込額等により回収可能性を評価していま
す。事業計画には市場動向等に関する仮定が含まれており、将来の不確実な経済条件の変動などにより、これ
らの仮定に変化が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性に影響を及ぼす可能性があります。
　確定給付制度債務は、数理計算上の仮定である割引率を使用して算定しています。市場金利の変動に応じた
割引率の変化により、退職給付に係る負債の計上額は重要な影響を受ける可能性があります。
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 流動資産：
現金及び現金同等物 66,266百万円

小計 66,266百万円
 非流動資産：

有形固定資産 348,551百万円
小計 348,551百万円

合計 414,817百万円

流動負債：
借入金 138,657百万円

非流動負債：
借入金 302,340百万円

合計 440,997百万円

関係会社株式 44,287百万円
関係会社出資金 22,282百万円

合計 66,569百万円

連結財政状態計算書に関する注記

１. 担保資産及び担保付債務
（１）担保提供資産及び担保に係る債務

① 担保提供資産

② 担保に係る債務

　上記のほか、連結処理により相殺消去されている以下の資産を担保に供しています。なお、金額は当社グル
ープの取得原価で表示しています。
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非流動資産：
有形固定資産 205,157百万円

流動負債：
借入金 107,851百万円

非流動負債：
借入金 228,858百万円

合計 336,709百万円

営業債権及びその他の債権 688百万円

有形固定資産及び使用権資産の減価償却累計額 2,311,929百万円

（２）セール・アンド・リースバック取引による資産及び対応債務
　セール・アンド・リースバック取引を行った結果、売却及びリースとして会計処理していないため、当社が
引き続き有形固定資産として計上しているものの、所有権を保有していない資産は、以下のとおりです。
① セール・アンド・リースバック取引による資産

② セール・アンド・リースバック取引による資産に対応する債務

２. 資産から直接控除した損失評価引当金

３. 資産に係る減価償却累計額（減損損失累計額を含む）
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2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期
第２四半期 3.69 : 1 2.17 : 1 1.70 : 1
第４四半期 2.39 : 1 1.94 : 1 1.45 : 1

2025年3月期 2026年3月期 2027年3月期
第２四半期 137% 118% 93%
第４四半期 130% 105% 80%

４. 財務制限条項
　当社の借入金には財務制限条項が付されており、主な内容は以下のとおりです。

（１）連結レバレッジ・レシオが、以下の表に記載の数値を連続で超えないこと。

（２）連結Equityの額が以下の金額を上回ること。

　　　2025年３月期第２四半期連結会計期間末：823,000百万円
　　　上記以降の各第２四半期末、第４四半期末：823,000百万円又は前年同期連結財政状態計算書における

資本の合計の80%に323,000百万円を加算した額のいずれか高い方

（３）連結デット・エクイティ・レシオが、以下の表に記載の数値を超えないこと。

（４）2025年3月期以降の当社グループの当期純損益が2連結会計年度連続で損失とならないこと。
［定義及び算式］
  ① 連結：IFRSに準拠して作成された連結財務諸表数値
  ② 連結レバレッジ・レシオ：連結Debt／連結EBITDA
・連結Debt：連結有利子負債（但し、優先株式、リース負債を除く）
・連結EBITDA：連結営業利益に連結営業利益の計算において控除される有形固定資産及び無形資産の償

却費を加算した額。
  ③ 連結Equity：連結財政状態計算書における資本の合計＋優先株式の額（2025年３月末日時点
         323,000百万円）
  ④ 連結デット・エクイティ・レシオ：連結Debt／連結Equity
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普通株式 539,355,180株

甲種優先株式 1,200株

乙種優先株式 1,800株

決議日 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力

発生日

2024年６月10日
取締役会

甲種優先株式 5,219 4,349,156 2024年
３月31日

2024年
６月28日乙種優先株式 8,348 4,637,595

決議日 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力

発生日

2025年５月15日
取締役会

甲種優先株式 9,286 7,738,453 2025年
３月31日

2025年
６月30日乙種優先株式 14,475 8,041,552

普通株式 12,141,720株

連結持分変動計算書に関する注記

１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の数の増加は、有償一般募集によるものが21,562,500株、新株予約権の行使によるものが
292,680株であります。

２. 配当に関する事項
（１）配当金支払額

（注）甲種及び乙種優先株式は、IFRSでは金融負債として認識しており、連結損益計算書上、配当金は「金
融費用」として計上しています。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

（注）甲種及び乙種優先株式は、IFRSでは金融負債として認識しており、連結損益計算書上、配当金は「金
融費用」として計上しています。

３. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の
種類及び総数
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金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項
（１）資本管理

　当社グループは、グローバル規模での成長を通じた企業価値向上のために、設備投資及び研究開発投資等
を行っています。
　これらの資金需要に対応するために、有利子負債から現金及び現金同等物を控除したネット有利子負債及
び資本の適切なバランスを考慮した資本管理を行っています。
　資本管理に関連する指標として、ネットD/Eレシオ及び親会社所有者帰属持分比率を管理対象としていま
す。

（２）信用リスク管理
　信用リスクは、顧客が契約上の債務に関して債務不履行になり、当社グループに財務上の損失を発生させ
るリスクです。営業債権については、与信管理規程等に基づいて、取引先に対して与信限度額を設定し、管
理しています。なお、当社グループの債権は、広範囲の産業や地域に広がる多数の取引先に対するものであ
り、単独の相手先又はその相手先が所属するグループについて、過度に集中した信用リスクを有しておりま
せん。
　また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを最小限にするため、信用度の高い金融機関に
限定し、かつ相手先を分散しています。
　連結計算書類に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、当社グループの金融資産の信用リスクに
対するエクスポージャーの最大値です。

（３）流動性リスク管理
　流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にそ
の支払いを実行できなくなるリスクです。
　当社グループは、資金調達手段の多様化を図り、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関より随時
利用可能な信用枠を確保し、継続的にキャッシュ・フローの計画と実績をモニタリングすることで流動性リ
スクを管理しています。

（４）為替リスク管理
　当社グループは、国際的に事業を展開していることから、外貨建の業績、資産及び負債は為替レート、主
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区分 帳簿価額 公正価値

非流動負債：

　その他の金融負債（優先株式） 321,261 317,960

として米ドルの影響を受ける可能性があります。
　当社グループは、外貨建の資産及び負債に対する外国為替レートの変動リスクを軽減することを目的とし
て先物為替予約を締結しています。

（５）金利リスク管理
　当社グループは、事業活動の中で様々な金利変動リスクに晒されており、特に、金利の変動は借入コスト
に大きく影響いたします。

（６）市場価格の変動リスク管理
　当社グループは、資本性金融商品（株式）から生じる株価の変動リスクに晒されています。
　当社グループは、株式について、定期的に公正価値や発行体の財務状況等を把握し、各主管部署におい
て、取引先企業との関係を勘案し、必要により保有の見直しを図ることとしています。

２. 金融商品の公正価値等に関する事項
　金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりです。なお、当該金融商品の帳簿価額が公正価値の合理的な
近似値となっている場合には、開示を省略しています。

（単位：百万円）

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。
（１）現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

　短期間で決済され、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（２）その他の金融資産、その他の金融負債
　上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しています。
　非上場株式につきましては、類似企業比較法等、適切な評価技法を用いて公正価値を算定しています。
　負債性金融商品は、純資産に基づく方式により、公正価値を算定しています。
　デリバティブは、取引先金融機関から提示された価格を参照しており、期末時点の先物相場等観察可能な
市場データに基づき算定されています。
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1株当たり親会社の所有者に帰属する持分 1,367円49銭

基本的1株当たり当期利益（△損失） 519円96銭

SSD & ストレージ 991,147百万円
スマートデバイス 501,142百万円
その他 214,171百万円

合計 1,706,460百万円

　未払利息は、短期間で決済され、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま
す。
　優先株式の公正価値は、将来キャッシュ・フローの見積現在価値に基づいて算定しています。

（３）借入金
　短期借入金は、短期間で決済され、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。
　長期借入金は、主に変動金利によるもので、変動金利は短期間で市場金利が反映されること、また、債務
の残存期間と当社グループの信用状態を考慮すると、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっています。

１株当たり情報に関する注記

収益認識に関する注記

（１）顧客との契約から生じる収益の分解
　当社グループは、主としてSSD & ストレージ及びスマートデバイス等のアプリケーションに使用するメ
モリ及び関連製品の提供を行っており、製品の対価として顧客から受領した金額を売上収益として認識して
います。当社グループのアプリケーション別の売上収益に関する情報は以下のとおりです。

　製品の販売においては、製品の支配が顧客に移転したとき、すなわち顧客の指定した場所へ配送し引き渡
した時点で、顧客に製品の法的所有権、物理的占有、製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転す
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（単位：百万円）
2024年４月１日 2025年３月31日

売掛金及び電子記録債権（営業債権及びその他の債権） 128,293 215,835
契約負債（その他の流動負債） 50,731 －

ることから、その時点で収益を認識しています。

　当社グループは、取引量や取引金額等の取引状況に応じたリベート及び製品価格の下落を補償するための
支払いに充当される価格調整費用等を付けて販売することがあります。その場合の取引価格は、顧客との契
約において約束された対価から、リベート等の見積りを控除した金額で算定しています。リベート等は、過
去、現在及び将来の予測を含む利用可能な全ての情報を用いて最頻値法により合理的に見積っており、収益
は重大な戻し入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しています。
　取引の対価は、履行義務の充足時点である製品引渡時点から数ヵ月以内に支払いを受けています。そのた
め、当社グループは、取引価格に重大な金融要素は含まれていません。
　なお、製品の販売にあたっては、製品の一部不良等に伴い、正常品との交換にかかる支出がありますが、
これはアシュアランス型製品保証に該当することから、製品保証引当金として会計処理しています。

（２）契約残高
　当社グループの契約残高は以下のとおりです。

（３）残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、契約の当初の予想期間が１年を超える重要な取引はないため、実務上の便法を
使用し、残存履行義務に関する情報の開示を省略しています。

（４）顧客との契約獲得又は履行のためのコストから認識した資産
　当社グループにおいては、財又はサービスの顧客への移転は１年以内に行われるため、顧客との契約獲得
のためのコストは発生時に費用として認識しています。
　また、顧客との契約の履行のためのコストから認識した資産はありません。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。
工具、器具及び備品　８年

（３）収益及び費用の計上基準
　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用し、以下の５ステッ
プアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時にまたは充足するにつれて収益を認識する

　当社は、当社グループの経営戦略策定及び経営管理を行っており、当社の子会社を顧客としています。経
営指導にかかる契約については、当社の子会社に対し経営全般に関する事項等の指導・助言を行うことを履
行義務として識別しています。当該履行義務は、時の経過につれて充足されるため、契約期間にわたって収
益を認識しています。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　記載金額の表示
　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。
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短期金銭債権 4,187百万円

短期金銭債務 411百万円

長期金銭債務 221百万円

現金及び預金 69百万円

２. 会計上の見積りに関する注記
　市場価格のない関係会社株式（当事業年度の計算書類に計上した金額1,147,267百万円）について、当該
株式の発行会社の財政状態の悪化により株式の実質価額が著しく低下した場合、事業計画等に基づきおおむ
ね５年以内に回復することが十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、期末において相当の減額を行
うこととしています。事業計画には市場動向等に関する仮定が含まれており、将来の不確実な経済条件の変
動などによりこれらの仮定に変化が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。この結果、翌事
業年度の計算書類において、関係会社株式の金額は重要な影響を受ける可能性があります。

３. 貸借対照表に関する注記
（１）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

（２）担保に供している資産及び担保に係る債務
金融機関からの439,541百万円の借入金（１年内返済予定含む）に対して、以下の資産を担保に供していま
す。

（３）有形固定資産の減価償却累計額 0百万円
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営業取引による取引高

営業収益 8,570百万円

営業取引以外の取引高

受取利息 22,008百万円

受取手数料 25,432百万円

支払利息 76百万円

普通株式 539,355,180株

甲種優先株式 1,200株

乙種優先株式 1,800株

普通株式 －株

甲種優先株式 －株

乙種優先株式 －株

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の数の増加は、有償一般募集によるものが21,562,500株、新株予約権の行使によるものが
292,680株です。

（２）当事業年度末における自己株式の種類及び総数

６. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払費用、繰越欠損金等になります。
　なお、当社は、グループ通算制度を適用し、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関
する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又
はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っています。

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ
とに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになり

－ 29 －



2025/05/29 17:02:03 / 25222720_キオクシアホールディングス株式会社_招集通知

個別注記表

ました。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資
産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62%から31.52%に変更して計算しています。なお、
この税率変更による影響は軽微です。
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種類 会社名 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 キオクシア
株式会社

直接
100.0%

経営指導
資金の貸付等
保証債務
担保の被提供
役員の兼務

経営指導料の受取
（注１） 8,570 未収入金 1,263

資金の貸付（注２） 544,541 １年内回収予定の関
係会社長期貸付金 140,000

資金の回収（注２） 824,226 関係会社長期貸付金 285,941
利息の受取（注２） 21,877 未収収益 849
手数料の受取
（注２） 25,432 未収入金 418
グループファイナン
ス（注３） － 関係会社預け金 36,700

利息の受取（注３） 131 未収収益 2
債務保証（注４） － － －
担保の被提供
（注５） 455,821 － －

子会社 キオクシア
エネルギー・
マネジメント

株式会社

間接
100.0%

担保の被提供

担保の被提供
（注５） 470 － －

子会社 キオクシア
台湾社

間接
100.0%

担保の被提供 担保の被提供
（注５） 13,046 － －

1株当たり純資産額 1,568円12銭

1株当たり当期純利益（△損失） －

７. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

(単位：百万円)

（注）１. 経営指導料については、一般の取引条件を参考に両社協議の上決定しています。
２. 資金の貸付を行っております。金額その他の取引条件は、交渉の上で決定しています。
３. グループファイナンスについては、当社グループ内資金の有効活用を目的として取引が反復的に行われるた

め、取引金額の記載を省略しています。
４. 債務保証は、同社の金融機関との特定の設備投資を目的とした借入契約（借入限度額1,200億円）に対するも

のです。当事業年度末において借入実行残高はありません。
５. 当社の金融機関からの借入金に対して、子会社が所有する資産の担保提供を受けています。

８. １株当たり情報に関する注記

（注）1株当たり当期純利益の算定上、普通株主に帰属しない留保利益から行われる優先配当額を当期純利
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益から控除することとされています。

９. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記（３）収益及び費
用の計上基準」に記載しています。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 32 －


